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イギリスにおける一年制教職課程（PGCE）に
ついての事例分析
―その歴史社会的背景とわが国への
政策インプリケーション―
はじめに
　本研究の目的は、イギリスの教員養成制度史の中で1960年代から徐々
に拡大し、90年代以降主要な教職キャリアルートとなった一年制教職課程
（PGCE：Postgraduate Certificate in Education）が成立した歴史社会的背景を
明らかにし、その実態を分析することである。さらに、PGCEを教員養成
の一つの制度モデルとして、わが国の教員養成改革についての示唆を得た
い。それというのも、戦後の教員養成発足とその後の社会変化は、イギリ
スにおけるPGCEの成立過程といくつかの点で共通しているからである。
　以下では、まず、戦後イギリス教員養成史を概観する中でPGCE興隆の
政治的、社会的背景を明確にする。次にPGCEの仕組みについて、エクセ
ター大学を事例として、実習日程、スタッフ、資金、入試状況を説明する。
続いて、90年代急速に進んだPGCE改革に対して、その政治的意図と社会
の再階層化に対しての批判を見ることによって、養成制度の問題点を洗い
出したい。最後に、我が国の教員養成改革ついて、戦後の開放的教員養成制
度の限界を指摘したうえで、PGCEから得られる若干の政策インプリケー
ションを提示したい。
1、イギリスの戦後教員養成制度変遷
　イギリスの戦後教員養成制度史には、大きく3つのタイプの養成機関が
登場する。1、teacher training college　2、BEdコース（学部教育）、3、PGCE
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コース（学部後教育）。これらに加えて、かつての徒弟制度にも似た見習い
教員制度など、学校現場での養成で教員資格を取得できるルートが存在し
てきたことから、現在でも多種多様な教員養成ルートが存在している1）。
　振り返ってみると、伝統的にイギリスにおける教育は私的営為として発
達してきた（Archer, 1982, 1984）。したがって、教員養成は国家コントロー
ルの外で行われてきた。ビクトリア朝の見習い教員（pupil teacher）やDame 
schoolの教員たちは、何ら専門的訓練を受けていない単純労働者と変わら
ない資質しか持たなかった（Green, 1990, p.282；Gardner, 1984, pp.107-108.
参照）。その後、教会付設の teacher college等、様々な教員養成形態が生ま
れたが、国家がコントロールすることはなかった。せいぜい、地方教育当
局（LEAs：Local Education Authorities）のレベルで教員訓練と資格認定が
行われてきたにすぎない。その背景には山崎（2004, p.55）が指摘するよう
に、「イギリスの教員養成文化としての、『教育の自由主義的・独立的エー
トス』」があったからに他ならない。その中で、1960年代までの教員養成は
おもに教育カレッジ（College of Education）の三年制教員免許課程で行われ
ており、大学（いわゆるuniversity）では、わずかにパブリックスクールや
グラマースクールの教科専門教員を養成するPGCEコースが存在するのみ
だった（Furlong, 1988, p.2）。だが、60年代半ば、二つの社会変化が起きた。
一つは児童生徒数の急増による教員不足であり、もう一つは高等教育拡大
への社会的プレッシャーを受けて出されたロビンズ報告（Robin’s Report：
1963, 10）であった。前者の要因による教員需要をまかなうため、教育カ
レッジ在学生数は急増した（図表1、2を参照されたい）。それを支える高
等教育予算も、ロビンズ報告提言によって増大した。しかしながら、ロビ
ンズ報告によって教員養成が大学におけるPGCEに位置づけられることは
なかった。実際に起きたのは、むしろ、大学入学者の増加よりはるかに高
い率で、多くは大学（university）ではない教員養成機関への入学者が増え
たことである（Simon, 1991, pp.221-270.に詳しい）。だが、図表2に見るよ
うに、70年前後にベビーブーマー現象が収束すると、教員養成機関入学者
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は激減している。
　この間、60年代の終り，伝統的大学で構成されるラッセル・グループ
（Russell Group）にPGCEを設置する計画がもちあがったことがあったが、
結局、教員資格は職業的（vocational）であるというアカデミズムからの反
図表1、大学学生数に対する教員養成機関学生比率
年度  比率  大学生総数
1955 29.4 85000
1960 32.7 108000
←ロビンズ報告（63）
1965 42.0 169000
1970 46.5 228000 ←ピーク
1975 33.3 261000
1978 15.3 288000
出所：Simon. B, 1991, p.597.より作成。
　注 ：比率は、training college等の公的教員養成機関在籍者数を大学（unversity）在籍者数で割っ
たものである。学齢人口増加のピークである70年前後を境に教員志願者数の絶対数は低下す
るが、この頃から次第に大学でのPGCEが増加していくことも事実である。
図表2、PGCEとBEdの量的変化
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発を受け頓挫した。その後、大学におけるPGCEが本格的に拡大するのは、
大きな教育変化が起きる80年代後半から90年代を待つことになる。
　80年代に入るとイギリス教育界を揺るがす戦後最大の改革がサッチャー
政権の下で断行された。サッチャー政権は伝統的なベバリッジ主義政策か
ら新保守主義（new right）、新自由主義（new liberalism）政策へとイデオ
ロギー転換を計った。彼女は教育を国家再建の推進力に使うため、市場化
（privatisation）と中央集権化（centralisation）を行った。この改革を理論的
に主導したのがヒルゲート・グループ（Hillgate group）と呼ばれるハイエク
主義経済学者（Hayekian）だったことは周知の通りである。サッチャーは
政権後半になってケネス・ベーカー（Kenneth Baker）を文部大臣に指名し、
彼の下で出されたのが有名な1988年教育法（Education Act）だった。サッ
チャー政権が教育制度とカリキュラムにもたらした変化についてここで紹
介する紙幅は無いので、他にゆずりたい（加藤、1998, 1999参照）。ただ、
教員養成に関して言えば、1984年政令（Circular 3/84 2））を転換点として中
央集権的色彩が濃くなり、これまで教員養成機関と地方教育当局（LEAs）
に委ねられていた養成制度と教員資格審査に対する政府コントロールが強
まったことは注目すべき変化である。84年以降、教員資格は学部卒業生に
しか取得できなくなる。ここに、伝統的な半高等教育型教員養成の歴史に
ピリオドが打たれたと言える。
　この改革の中で教員養成の中身が変化した。制度的には高等教育化され
た教員養成が、実際の養成内容をみると大学から離れていくという奇妙な
現象が起きていたのだった。その背後には、教員養成を大学から学校現場
へシフトさせるという政府の政策的意図があった。そもそも、教員養成が
なぜ現場抜きで行われるのかという疑問は古くは1928年にすでに表明され
ていた（Brooks, 2006, p.379.）。さらに戦後教育制度の出発点となっている
1944教育法が出された年、マックネア委員会（McNair Committee）は 教員
養成に関する調査を指示し、その答申では教育実習中心の現場型教員養成
が提言されている。これらの発想は、後に大学と学校の連携（collaboration）
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という形で度々教員養成モデルとして再提出されることになる3）。
　学校現場中心型教員養成のポリティカルなねらいは、60年代、進歩主義
（progressivism）と左派イデオロギーを信奉し、コンプリヘンシヴィズムを
理論的に支えた高等教育機関（教育研究者）から教員養成を切り離す点に
あった。先に紹介したヒルゲート・グループは政策パンフレットで期待さ
れる教師像をこう表現している。
　「教師に必要なのは教科の知識を詰め込むことであり、教育は実践的な
スキルである。不要なのはむしろ教育理論であり、手仕事（craft）こそが
最良の教員養成である」 （Hellawell, 1994, p.403.より引用）
　ロビンズ報告からサッチャー政権を挟む30年間、教員養成をめぐる議
論は学校現場での養成と高等教育での養成をどう統合するのかという点に
集中してきたと言える。この間、実際には様々なモデルが試みられた。た
とえば、60年代の後半には教員組合が大学と連携して現場での教員養成モ
デルを作ろうと試みたこともあった。また、大学の教育学部教員たちは、
特に教育哲学者を中心に、かつて理論が教員現場の実践に役立つという前
提に甘んじていたことへの反省も含めて、大学人自らが現場と協力しなが
ら、望ましい教員養成カリキュラムを模索した（Frulong, 1988）。
　ある意味では、こうした大学や学校現場の教員養成改革機運がサッ
チャー政権以降の「教育の市場化政策（marketisation of education）」と奇妙
な和合を見たのが、90年代に起きた学校現場中心のPGCEにおける教員養
成の拡大だと言える。奇妙だと言ったのは、それがどちらの利害をも反映
していないにもかかわらず、意図せざる結果を生んだという意味である。
この点について、もう少し説明を加えよう。
　先に述べたように政府は84年にCAFE（Council for the Accreditation of 
Teacher Education）を設立し、教員養成改革を管轄させた。この機関を通じ
て、教員養成を大学から現場中心に移行させるため、その後様々な制度改
― 68 ― ― 69 ―
革が行われた。それは大きく二つ分けられる。
1）教職ルートの多様化（見習い型養成、教育学部以外の学卒者短期資格取
得制度等）。
2）教員資格認定の厳格化と養成カリキュラム監督（視学強化）。
　1）はある意味ではかつてのロビンズ報告とは全く逆の、現場徒弟制への
逆戻りとも言える。別の見方をすれば、教員養成を高等教育機関から物理
的に切り離す代替ルートの設置である。2）は大学の教育学部におけるア
カデミック理論中心のカリキュラムを否定するものである。92年（circular 
9/92）では、大学と学校現場が連携（partnership）を作り、現場の教員を
メンター（mentor）として学生教育に充てることが義務づけられた。同時
に教員養成期間の80%は教育現場でなされることが規定された（実習重
視）。一方、大学教育については、94年に設立されたTTA（Teacher Training 
Agency：現在のTDA）とOfsted（Office for Standards in Education）が管轄
し、厳格な視察（inspection）が行われるようになった4）。このシステムは
相互評価とは全く異なるトップダウンであることから、厳罰主義システム
（draconian system）と表現する研究者もある（Gilroy, 2002, p.247.）。つまり、
確かに現場と大学のコラボレーション（パートナーシップ）は発達したの
だが、それは、政府のチェックにより統制監督された範囲内のシステムな
のである。
　こうして、現在、三つの教員養成ルートが出来上がっている（①PGCE、
②BEd、③SCITT（School Centred Initial Teacher Training5）））。そのなかで
も、先に図表3で見たように、現在教員養成の主流はPGCEに移っている。
そこで、PGCEの仕組みを一つの大学のPGCEカリキュラムをつぶさに追
うことによって明らかにしたい。
2、PGCE（PostgraduateCertificateinEducation）の仕組み―
UniversityofExeterModelを事例に6）
　PGCEは基本的に一年制の教員資格取得課程である。先述のとおり、こ
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の形態は1960年代から存在していたが、実際に政府が養成に介入したの
は84年以降であり、学校現場とのパートナーシップが強化されたのは92
年以降である7）。以下では、エクセター大学教育学部（school of education, 
St.Lukes Campus）のPGCEモデル（中等教員）を、日程、人、資金、入学
者の順で説明していく。
　まず、PGCEのスケジュールを見てみたい。中等教員課程の実質教育実
習期間は24週（6カ月）であり、エクセター大学では、それを2回（3カ月
ずつ）に分けて実施する。この分割方式は各大学で異なり、一回または数
回に分割している大学もある。10月から始まるPGCEコースは、まず、12
月はじめまでは主に講義と少人数セミナーが続く。内容は、ほとんどがナ
ショナルカリキュラム（学習指導要領）に合わせた教授法、評価基準、生
徒理解、IT活用法といった実践的なものである8）。10月はじめの導入的実
習校体験（induction）を経て、翌年1月から最初の実習が始まる（first place-
ment）。実習期間中には月に一度のセミナーが大学で開催され、実習生は大
学で講義を受ける。実習期間中には1回の実習で3回の訪問指導を受ける。
コースが修了する7月には視察チームが実習校を訪れ、以下のような調査
を行う。1）学級での活動観察、2）ITEC、ST、mentorとの面談（ITEC, ST, 
mentorについては後述する）、3）実習ポートフォリオ、授業記録チェック、
4）実習の成果と問題点についての議論。この日程が第2回目の実習（second 
placement）でも繰り返される（4月－6月）。
　さらに、就職には必須である正規教員資格（QTS：Qualified Teacher Status）
と呼ばれる資格を取得するためには7月1日までに、QTS Skill Testに合格し
なければならない。エクセター大学内には、QTS Skill Testを受験できるオ
フィスがあり、学生はインターネット上で3カ月まえに試験予約ができる。
最後に7月末にすべての実習報告書（Final Summative Report）を大学に提出
して終了となる。
　次に、どのようなスタッフがPGCEに関わるのかを見たい。図表3は主
なスタッフを示したものである（個々の役割は注）を参照されたい）。この
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中で直接的に実習指導に関わるUVT、ITEC、ST、Mentorについて、一つ
のパートナースクール（実習校）を事例にして、若干の説明をくわえてお
きたい。
　エクセター大学ではデボン州を中心に南西部に300校の実習提携校（part-
ner school）を持っているが、本研究で調査したのはエクセター市郊外のコン 
プリヘンシブ校（King’s school）である。実習生（trainees）はfirst placement
の7名が配属されていた。彼らの実質的世話役である ITECは常に実習生
図表３、スタッフ構成（エクセター方式secondaryPGCE）
大学側 実習校側
直接的
スタッフ
UVT 
External examiner
直接的
スタッフ
ITEC 
ST 
Mentor
間接的
スタッフ
Head of PGCE
Tutor
Partnership Director
間接的
スタッフ
 Headteacher
 ICTC
注）大学スタッフ
UVT（University Visiting Tutor）：教育実習訪問をし、授業観察、評価、授業後の指導を行う。各
教科の研究者、現職教員、評価専門家、専門職業人など、様々な人々がこれにあたる。多くは、
大学が契約した教育経験の長い教員、授業評価のトレーニングを受けた専門家等で構成される。
このスタッフのリクルートと訓練はPGCE coordinatorが行う。たとえば、本研究の調査対象校で
あるKing’s schoolでの実習でRE（religious education：宗教教育）のUVTは現職の牧師が大学と契
約して勤めていた。
External examiner：実習の最終的視察団であり、chiefは必ず大学教員が勤める。
Partnership Director：実質的にPGCEをすべて取り仕切っている重要なポスト。エクセター大学
では行政職であるこの地位にassociate professorを与えている。パートナースクール開拓やUVTリ
クルート、実習校との調整など、すべてを取り仕切っている。
Tutor：各教科の専門教官、セミナーを担当し、実習生がもつ subject handbookの作成を担当する。
Head of PGCE：大学教官から毎年輪番で任命される責任者であるが、実務はほとんどがPartner-
ship Drectorが担当する。対外的な交渉や書類決裁者になる。エクセター大学では2007-8のHead
は市民教育（citizen education）担当の教官であった。 
注）実習校スタッフ
ITEC（Initial Teacher Education Coordinator）：実習校側のすべての実務を担当する受け入れ担当
官。経験のある教員があたる。King’s schoolの場合は地理担で学校の副校長クラスになるdeputy
の職にある教員が任命されていた。実習生の授業スケジュール、学校内のセミナーや教科専門レ
クチャー（professional subject seminar）のセッティング、実習生からの相談等、何でもこなす。
ST（Subject Tutor）：各教科の専門的なアドバイスを提供する実習校教員。主に授業内容や教材研
究の進め方、ナショナル・カリキュラム（学習指導要領）の理解などについて知識を提供する。
Mentor：教育実習全般について助言、生活指導を行う実習校教員。STと役割内容が重なる部分も
多いが、実習生にとっては最も身近な指導者である。
Headteacher：実習について実質的な指導はしないが、大学とパートナースクール契約を結ぶ際の
署名者となる。いわば、実習校の代表責任者である。
ICTC（Information and Computer Technology Coordinator）：情報機器活用に関する助言、指導を
行う。
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全体に目を配っており、朝の朝礼後に予定を確認する。その後、実習生
は ITECの計画表に従って各クラス授業へと向かう。授業のない学生はス
タッフルームで準備にあたる。UVTは一つの授業を観察し、詳細な評価表
に記入する。その後、その評価表をもとに実習生と一時間程度の面談を行
い、主に授業の流れ、発問の仕方、生徒コントロール等について細かく指
導していく。実習生授業にはUVT以外にもSTやMentorも時間があれば参
加するが、授業後の指導には加わらない。UVTの評価はマニュアルによっ
て評価視点が決められており、標準化されたものになっている。Mentorは
大学から要求された回数の面談と実習記録チェックを行う。エクセターモ
デルではPR1, 2, 3（professional）の3段階で教員資質向上プログラムがマ
ニュアル化されており、Mentorはそれにしたがって実習生の生徒コント
ロール力と授業力を指導していく。STは指導案（lesson plan）や授業記録
（teaching file）をチェックする役割を持つ。両者は時々話し合い、実習生の
状況について意見交換する。STが名の通り教科指導を主に行うのにたい
して、Mentorは実習生のpastoral support（生活指導）全般を担当する。実
習中の生活指導、倫理指導についてはハンドブックで、人種、ジェンダー、
個人情報、障害者配慮等々、実習生の生活行動規範が示されている。
　次に資金の流れについて触れたい（聞き取り調査による資料）。エクセ
ター大学PGCE（中等教員資格コース）では年間授業料と助成金を含めて一
人約5000ポンドの総費用を図表4のように配分している。実習校に配分さ
れるこれらの費用は、提携校になることへのインセンティブでもあるが、
図表４、資金配分
大　学 ￡ 実  習  校 ￡
・アカデミック費用 940 ・実習校経費 1200
 　　（入試、試験、登録、学位、図書館等） ・Mentor研修費 350
 ・パートナーシップオフィス運営費 465
 ・非常勤スタッフ雇用費用（UVT等） 180
 ・ 教材、設備使用費（図書、ITC等） 350
 ・大学教員人件費 1170
 ・消耗品費（コピー等） 300
合 計 3405 合 計 1550
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King’s schoolの ITEC、ジュリアン氏（Mr. Julian）によれば、「資金より、む
しろ、実習生受けいれは現職教育になることが大きい。何よりも、若い実
習生と一緒に生活することで先生も生き生きするじゃないか」ということ
だった。
　ここで、パートナースクールとなる条件について少し付け加えておきた
い。エクセター大学では地域内でパートナースクール募集をかけている。
募集要項には、資金配分と同時にパートナーとなることで教育水準が向上
するという点が強調されている。さらに、エクセター大学のPGCEが過去
4年間続けて全国ランキング5位以内に入り、養成機関として全国最大規模
であり、科目も14科目が用意されていることを宣伝材料にしている。
　最後に、PGCE入学生の内訳について紹介しておく。2008年度の場合、募
集は2007年8月1日で締め切り審査に入る。審査項目は、学力、志望エッ
セー、履歴書（犯罪歴（crime record）を含む）、インタビューで行う。学
力は様々な資料が使われるが、主にGCSE（General Certificate of Secondary 
Education）の結果が重視される9）。図表5は入学生の内訳であるが、志願倍
図表5、エクセター大学（secondary）2007年度入試結果
教科 定員 志願者 合格者 合格率 備   考
美術 20 89 19 21.3
理科 68 126 67 53.2 辞退者3名、未受諾者1名を含む。
公民教育 15 82 16 19.5
ダンス 10 58 11 19.0
 演劇 31 33 24 72.7 辞退者１名、未受諾者１名を含む。
英語 59 201 65 32.3 辞退者1名、未受諾者1名を含む。
外国語 53 76 33 43.4  未受諾者2名を含む。
地理 32 63 35 55.6
歴史 27 74 31 41.9 辞退者2名、未受諾者1名を含む。
情報 18 22 12 54.5 未受諾者1名を含む。
数学 30 56 34 60.7 未受諾者1名を含む。
体育 58  158 66 41.8 辞退者1名を含む。
宗教 22 47 24 51.1 辞退者1名を含む。
合計 443 1085 437 平均 40.3 %
出典：エクセター大学、PGCE Admissions Report-01-08-07、より作成。
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率は教科によってかなり偏りがある。各教科の定員は大学では決められな
い。政府が全国の教員需給状況と視察評価を加味して割り当てる。図表5
でいえば、現在イギリスで不足している数学、情報、理科教員の合格率が
比較的高いのは割り当てが相対的に多いことが影響している。これらの科
目で定員は多いのに志願者が集まらないのは、ここ10年続いた好況で金融
関係への就職の人気があり、理系学生が教職に就かない状況がある。その
背景には、教職の報酬が相対的に低かったことが影響していると考えられ
る。その点を考慮して、前労働党政権下では、教員給与を大幅に増やすと
ともに成果主義もとり入れた。現在では十万ポンド以上の年収を得ること
も可能になっている。
　入学生の出自に関するデータは無いが、エクセター大PGCEの平均入学
生は25才を超えており、半数以上は一度職に就いた経験をもっている。こ
れはイギリス全体でも言えることであり、再就職としての教職選択者が多
いのは、わが国とは格段の差がある。
　このようにして、現在イギリスでの教員養成の主流を成しているPGCE
であるが、静かな改革（quiet revolution, （Brooks 2006））とも言われる84年
以降の教員養成改革の中でいくつかの問題点も含んでいる。それらの問題
は教員養成改革というより、イギリスを含む多くの先進諸国で進んだ教育
の市場化によって生まれたものだと考えられる。そこで、本研究ではこの
問題点について、マイケル・アップル（Apple、2005）の教育改革批判を中
心に整理しておきたい。
3、教員養成改革の背景にある教育イデオロギー変化―教職の専門性
という観点から
　かつてジャーナリストの黒岩徹は、イギリスの教育風土を「『なぜ』を追
求する教育」と評し、「こうした教育のもとでは、『あの人の趣味は仕事で
すね』といわれるサッチャー首相のような人物が生まれるのは、例外中の
例外なのである」と言った（黒岩, 1984, p.109）。だが、黒岩が称賛した自
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由な教養型の教育風土は退潮し、かわって現代のイギリス社会を支配して
いるのは、サッチャリズムとも言われる市場原理である10）。彼女の政策は
後の労働党政権（ブレアー、ブラウン政権）になってもその基本パラダイ
ムが転換することはなかった（Demaine, 2006）。
　この間の変化を教員養成という視点で再検討してみると、興味深い現
象が明らかになる。それというのは、84以降の20年間で教員の専門職化
（professionalisation）と脱専門職化（de-professionalisation）が同時に進行した
という事実である。もし、専門職の定義が変わらないとすれば、こんな矛
盾は起こるはずはない。だが、この間に専門職のイメージが大きく変化し
のである。伝統的な教養型専門職文化からすれば、この間に教職は実践ス
キル中心に傾斜し、非専門職化したことになる。がしかし、一方では、教
員養成カリキュラムが標準化され、教員のパフォーマンスが指標化され、
さらに、成果主義による給与の傾斜配分が制度化されたという点からいえ
ば、教職は自由型専門職から、官僚型専門職へと変化したと言えなくもな
い。
　このことをApple（2005）は、教師の自律性（autonomy）の変化だと指
摘している。彼は認証型オートノミー（licensed autonomy）と制限型オー
トノミー（regulated autonomy）という二つのタイプを提示する。認証型で
は、教師はいったん資格を得ると教室内での行動を自ら決定できる裁量
（professional discretion）を持っている。しかし、制限型では、教師の仕事は
標準化され、教育活動はプロセスと結果の両方で外部評価される。Appleは
アメリカにおける教員の地位変化について述べたものだが、同じ現象がイ
ギリスでも起きている。Hellawell（1994）は、教師が自ら仕事を始めたり
実行したりする裁量を奪われつつあるという意味で教師の労働者化（prole-
tarialisation）と呼んでいる（Hellawell, p.40211））。また、Esland（1999）は教
員養成の中身が実践的スキル（practical skill）になると同時に、教員養成に
対する大学の影響力が低下したことを指摘している（Esland, p.33.）。結果
として教師の役割は政府が用意した政策を実行することに限定される。か
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わって台頭してきたのは教育の効率化という管理主義（managerialism）で
あるという（同前）。
　では、なぜ、教員養成からの大学排除、教員の反知識主義化、効率管理
化が80年代以降イギリスで急速に進行したのだろうか。この点について
は、社会政策のイデオロギー変化を考えなければいけない。とりわけ、イ
ギリスにおけるサッチャー政権以降の新保守主義（new right）や新自由主
義（new liberalism）の改革は急進的であった。なぜなら、80年代まで不況
のどん底にあり、92年には通貨暴落まで見たこの国の危急課題は、強いイ
ギリスの再興というルサンチマンを含み、ヨーロッパ統合の中で最も指導
的な経済的地位と発言力を獲得したいという国家の欲望の実現だったから
だ（Esland, 1999, p.11）。そのため、イギリス政府は矛盾する二つの課題を
同時に実現しなければならなかった。一つはグローバリゼーションとEU
統合の中で、経済競争に勝ち抜くために競争力の高い市場を国内に作り上
げる必要があったことだ。ところが、もう一方では、グローバル市場は市
場開放と規制緩和を進める。必然的に国家の役割は市場にとって代わり、
国家権力は低下することになる。にもかかわらず、強い政策力が無ければ
市場改革と競争力強化は実現しない。つまり、市場競争の中での政府の役
割は、強力な社会政策を必要とするために強化されるという逆転が起きる
のだ。ここにイギリス教育改革が集権的になった背景がある。Appleは、こ
うした矛盾は世界的傾向だという。つまり、新保守主義は強い国家を求め、
新自由主義者は小さな国家を求めるという、矛盾するイデオロギーが共存
しているのである（Apple, 2005, pp.286-287）。
　この新しい改革イデオロギーでは、かつて教育が目指した平等主義が退
潮し、経済的課題（economic agenda）が最優先される。それ以外の課題、
たとえば人種、性、階級といった社会問題は脱色されてしまう（de-raced, 
de-gendered, de-classed, （Apple, 2005, p.272））。ここには一種のレトリックが
存在する。すなわち、デモクラシーという社会ゴールが政治的概念ではな
く経済的概念として再解釈されつつあるのである。経済概念として教育を
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解釈すれば、学校のカリキュラム内容と教育の成果は経済活動への貢献度
で評価されることになる12）。
　この市場原理の波に洗われた教員養成制度は社会の多様性を低下させる
おそれがある。Hill（2001）は次の三点を指摘している。1）異端を許容し
ない（同調主義）。2）対抗的な学校、教師、カリキュラムを許容しない。
3）知識人としての教師を許容しない。
　こうした状況の功罪をどう評価するかは、政治的スタンスの問題でもあ
ることから慎重でなければならない。Apple（2005）は政府と国民は対峙す
るという前提で、アメリカにおいては、学力テスト実施を義務づけた州の
政策を拒否した学校を、親、教師、行政官が支持しはじめていることを挙
げ、教育の市場化に亀裂が入っていると言う。また、Hill（2001）も同じよ
うに、「教育は政府の装置ではなく、社会公正実現のための平等主義的政治
経済プログラムの中に位置づけられなければならない」（Hill, 2001, p.149）
と言う。だが、本来、国家のエージェントとして誕生した公教育が、こう
したイデオロギー的自律性を正当化できるかどうかは、まだ論拠が不足し
ているだろう。リベラリストやコミュニタリアンが守ろうとする「教育の
公共性（publicness）」が市場原理の対抗言説に成り得るのかどうかは、別の
議論を詰めなければならないだろう（この点に関する試論は、加藤（2010）
を参照）。
　そうした論理的限界を認めた上で、イギリスにおけるPGCEが置かれた
状況とその実態から、わが国の養成制度に何らかの示唆は得られないだろ
うか、最後に、その点を検討してみたい。
4、わが国の教員養成改革へのインプリケーション―PGCEは一つの
改革案になり得るか?
　本研究の底流には、わが国の教員養成制度改革についての政策モデルを
提示したいという意図がある。もちろん、社会文化構造の異なるわが国に
無条件でPGCEを導入することはできない。しかしながら、PGCEがたどっ
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てきた歴史的経緯と実態を検討してみると、わが国の教員養成が抱えてい
る問題点と共通することに気づく。もちろん、今津（1996）も指摘してい
るように、教員養成は現職教員教育も含めたセットとして議論しなければ
ならない。だが、教員養成のみを取り上げても、戦後60年を経て、いくつ
かの制度的欠陥が明らかである。そうした制度疲労への対症療法として、
現在、免許更新制が打ち出されているが、その効用は疑問視されている。
以下では、その妥当性も含め、「社会的浪費」と「専門性」いう二つの視点
から考えてみたい。
1）開放制と課程認定制度の限界―戦後教員養成制度発足の宿命
　そもそも、戦後わが国の教員養成制度は、師範学校における職業教育か
ら、一般大学の教職課程における専門資格教育へと刷新された。その背景
については、改革主体となった教育刷新委員会の勧告（建議）が表明して
いる。すなわち、戦前の師範教育では幅広い教養を身につけた教員を養成
できない。したがって、「今後の教員は教養が高く眼界の広い文化人でなけ
ればならない」ことから、教員養成は「大学の教職課程および教育学部単
科大学においてなされるべきである」と言うのである（文部省『学制八十
年史』p.579.）。確かに、師範学校には学資免除制度の見返りとして、卒業
後一定の期間教員として勤務する義務があったことから、限られた階層出
身の学生が多かったのは事実だ。その点、一般大学で教養・専門科目を履
修しながら教職課程を修了するというダブル・コース制なら、幅広い知識
と教職の専門性の両方が身につき、出自も多様化すると言うのだ。
　しかしながら、教育刷新委員会での議論ではそれほど単純に結論が出た
わけではなかった。同委員会の議論を検証した山田昇（1993）によれば、
そこでは、かなり斬新な改革案も含めて百花繚乱の状態だったことがわか
る。そこで提出された改革案を列挙してみよう。
　①試補制度：大卒に一定の教育を実践させ、その後に免許を与える。
　②ポストグラデュエート：様々な学部卒業後、一年か二年の教育。
　③総合大学教育学部：教育大学ではなく、一般大学に学部設置。
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　④教育系大学：・師範の大学昇格型（教員養成に特化）
　　　　　　　　・学芸大学（リベラルアーツ重視）。
　現在の議論かとも思えるアイデアさえ提出されていた中で、どうして現
行制度に収斂していったのか。そこには、二つの要因が考えられる。一つ
は、GHQは初めから師範学校の大学化を考えていたという政治的要因（山
田、前掲書、p.91）。もう一つは、教員需要の急増に対応する規模の教員
養成要請（同前、p.82）である。つまり、学卒後教育や総合大学教育学部
では、近々に予測される大量教員需要に応じられないという現実的制約が
あったのである。
　そして、最終的に生まれたのが、どこの大学にも教職課程の設置を認め
る「開放制」だった。ところが、開放制度はすぐ批判にさらされる。教職
最低単位を形式的に取得するだけでは教員の質を確保できないというの
だ。間口を広げれば中身が形骸化することは、開放制を採用した時点から
ついてまわる宿命だったのだ。結局、免許基準改訂ごとに厳格化を進める
ことで質の低下を防ごうとした。1958年中教審答申以降、62年教員養成審
議会建議等、様々な厳格化提言が出された。さらに、80年代の自民党改革
案に至っては、かつて議論された試補制度や教員採用試験一次合格者のみ
に実習を許す案など、ペーパーティーチャー抑制策が出されている（土屋, 
1984, pp.149-150参照）。こうして、「教師教育の水準を維持し向上させる政
策において、『開放制』と『免許状主義』は袋小路の悪循環を形成してき
た」のである（佐藤, 2008, p.27）。
2）大量採用需要に応えた開放制度―デモシカ時代の終り
　矛盾を孕んだままの開放制度は、いってみれば自分の専門課程の片手間
に教員免許を取得できるという安価なシステムでもある。現場では、経済
成長期を通じて児童生徒数が急増し、大量の教員需要があったが、人材は
民間に流れ、「デモシカ」教師と揶揄されながら、ほとんどフリーパスで
教員が採用されていたのだった。この時代、「開放制」の欠点は棚上げに
されていた。ところが、需給バランスが崩れ、大量の教員免許取得者が教
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職につけない時代に入ると、現行の教員免許制度が膨大な時間と予算を浪
費していることが露呈する。本来、需要が逼迫すれば教員免許取得者は減
り、どこかで均衡するはずだが、そうはいかなかった。それは、教員免許
の伝統的威光によるものだ。教員免許が、たとえ教職を本気で目指さなく
ても、ひとつの専門資格としてシンボリックな威光を持つからである。教
職は、どの学部に入ってもとりあえず取っておく、そんな教員免許風土は
依然残っている。
　しかし、考えてみると、その背後には膨大な社会的浪費が存在している。
それは、教育人材養成として投入される予算が、実際には教員にならない
（なれない）多くの免許取得者のために使われていることである。それら
は、公私ともに高等教育予算、助成金という形で投入され、その出所はと
いえば税収による一般財源なのである。もし、教員需給のミスマッチを放
置すれば、この社会的浪費は増加を続けるだろう。
　そこでPGCEのメリットを整理することによって、このミスマッチを打
開する糸口をつかみたい。
3）量と質のバランスを確保するPGCEのメリット
　PGCEは需給関係を常に大学定員に反映させることから、市場感応性が
極めて高く、その分浪費が少なくなる。例えば、イギリスでは2008年時点
で全国PGCE卒業生の失業率は初等、中等ともに10%内外である。言い換え
れば、職業人養成制度として社会的需要に応じた設計がなされているので
ある。既述のように、科目別定員は毎年見直される。大学は政府（Ofsted）
の視察（inspection）によってグレード化され、定員割り当てに反映される。
不足ぎみの科目教員定員は増加され、年度途中でも追加定員割り当てがあ
る。その時点ですぐに大学は募集をかける。さらに、不足教員科目履修者
にはインセンティブとして奨学金が手厚く配分される。こうして、市場感
応的な教員養成となりつつあるのだ。
　次に、教師の専門的資質向上という点から見てみたい。前述のように、
PGCEのコースワークは構造化された教員生産方式である。そこを通過し
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た学生にQTS（Qualified Teacher Status）を与えることにより、教員の専門性
に対する正統性を付与している。伝統的に教員の社会的地位が高くなかっ
たイギリスにおいても、教育期間の延長と資格認証の付与によって教員の
地位は向上したと言える。もちろん、給与において労働党政権が大幅に
増額したことも影響している。その結果、PGCE志願者のうち転職組（job 
changers）も多い13）。
　伝統的な教養型養成から、構造化された専門資格教育にすることは、教
員の社会的地位にも変化をもたらすと考えられる。専門性向上と市場感応
性向上の二つを同時に実現すれば、教員養成機関はプロフェッショナルス
クール化していくことになるだろう。ただ、ここで一つ問題点がある。そ
れは、イギリスでは、80年代に教育学者たちが進めてきた「あるべき教師
教育」についての議論が中途半端なまま、政府主導によって大学から教員
養成が切り離されつつあることである。PGCEは、大学（研究者）と現場
（教師）の協同によって、教員養成の理想型を模索する可能性をもちなが
ら、結果的に極めてプラクティカルな実習主義に向かったのである。80年
代に存在した大学と現場のコラボレーション（今津（1996）、p.231、Furlong
（1988））の評価は、結論が出ないままに終わっている。オルドリッチ（2001, 
p.120）も言うように、PGCEはかつての代用教員時代と同じ発想の制度な
のかもしれない。
　こうした二面性を持つPGCEだが、教職課程単位増加や免許更新制と
いった対症療法的な我が国の教員養成改革に比べると、はるかにドラス
ティックな社会実験であることは疑い得ない。とりわけ、学校現場と大学
との協同によって教員養成を行う体制がわが国に欠けていたことについ
て異論は無いだろう。その点を考慮しながら、わが国の教員養成改革に
PGCEモデルを取り入れていくことは有益だと考える。
結語にかえて―比較教育の可能性に向けて
　冒頭で、わが国とイギリスには教員養成制度史の上で共通点があると述
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べたが、それは、同時に現在抱えている共通の問題点でもある。すなわち、
かつて中等教育段階で成されていた教員養成が戦後高等教育へと移行した
過程で、教職の専門性とは何かが揺れているという点で共通しているので
ある。ともすれば、かつての師範学校タイプの養成を復活させる動きさえ
地方自治体では散見される。一方で、教員の専門性に対する社会的要請は
高い。心理、教育学、社会学、情報処理、どれをとっても教員には不可欠
な専門分野になっている。しかし、それらを提供する高等教育機関におけ
る養成課程は、戦後の開放制度の中で形骸化してきたのが実態である。そ
の間、政府は大学と学校との統合養成を推進することはなかった。Furlong 
et al.（1996）がイギリスで検証した、「よりプラクティカルな養成制度を
めざした大学と学校の統合」（p.39.）が、わが国でも必要だろう。ただ、そ
こは二つの点に注意しなければならない。一つは、教育スキルや学力向上
のみを教員の専門性指標として、むしろ現場から反発を買い、大量の離職
者を生んだイギリスの市場化政策の危険性である。もう一つは、専門性を
単に教育期間の延長によって担保しようとする高学歴化政策である。確か
に、マックス・ウェーバーの言うように、職業の専門性は、そこに到達す
るまでの教育年限に比例する。だが、大学と学校が統合されないまま、教
職を早計に修士課程化すれば、形骸化した新たな専門職養成課程の肥大化
を招くだろう。それは、本論で指摘した社会的浪費（social wastage）のさ
らなる増大に過ぎない。
　こうした前提に立つ時、イギリスにおけるPGCEの試みが、わが国の養
成制度改革に対して一つの有効なモデルを提供してくれると考えるのは、
ある程度の妥当性を有するのではないか。最後に、このモデルを具体化す
ることを本研究の残された課題としたい。
【注解】
 1） 現場中心の養成（SCITT）には様々な形態があるが、主に学校で見習い教員
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（フルタイムまたはパートタイム）として採用され、一定期間を経て教員資
格（QTS：Qualified Teacher Status）を得るというものである。
 2） Circularとは政府各省が出す通達であり、法令に等しい拘束力を持つ。
 3） Furlong, 1988によると、例えば、1973年サセックス大学は学校現場型の教員
養成を行ってきたが、全国的に見れば例外的だったと言う。
 4） Ofstedの視察の実態を現在のエクセター大学のPGCEを例にとってみる。通
常3年に一度、約一週間にわたって教職科目の授業観察とPGCEの書類調査、
聞き取り調査が行われ、後日フォローアップ調査が行われる。この結果をも
とに予算および定員が傾斜配分される。
 5） SCITTは実際には個々の学校が養成しているのではなく、いくつかの学校が
consortiumまたはgroupを組んでいることが多い。なかには、地元大学と連携
してPGCEを提供しているグループもある。養成規模は大学に比べて格段に
小さく、多くが30人以下である。しかしながら、教員養成の評価ランキング
を公表しているThe Good Teacher Training Guide 2009：通称、Smither’s Report 
2009でみると、現場型養成グループは初等教員養成で高い評価を得ている。
2009年の同報告によると、初等教員養成の上位10位以内に大学（PGCE）が
5校、現場型養成（SCITT）が5校と同列である。一方、中等教員養成になる
と、現場型は上位10位以内に3グループしか入っていない。つまり、初等教
員養成が現場に依存しているのに対して、大学におけるPGCEは、かなり中
等教員養成に偏っていると言うことができる。
 6） エクセター大学について補足しておきたい。同大学のPGCEをケースとし
て選んだのには2つの理由がある。1）エクセター大学はオックスブリッジ
と比べると比較的新しい、19世紀後半から生まれ始めたいわゆるRed Brick 
Universityであることから、比較的広範な階層から入学生を集めており、そ
の意味で教員養成の一般像をより反映していると考えたからである。2）先
に紹介したいわゆるSmither’s Report 2009によると、エクセター大学のPGCE
はケンブリッジ大、オックスフォード大に次いで第3位の評価を得ているこ
とから、優れたモデルを提供していると考えられる。さらに、養成規模は初
等教員142名、中等教員407名とイギリス最大である点でも、例えば初等教
員養成課程を持たないオックスフォード大に比べて、より一般的養成像に近
いと思われるからである。 
 7） 筆者は92年－93年ケンブリッジ大学教育学部に所属していたが、当時最も
充実していると言われていた同校のPGCEでも、ようやく自作テキストを使
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用し始めたばかりだった。その内容は、数人の教員が教育史、教育社会学、
カリキュラム論などの領域について数週間にわたって講義し、その後、各教
育実習校に散らばっていくというものだった。
 8） コースワークについては、山崎（2004）がミドルセックス大（Middlesex 
University）のPGCEを紹介しているので、比較対照されたい。
 9） 筆者は2009年8月に行われた IT（情報）教員志願者の入学選抜試験を参与観
察した。その特徴を箇条書きしておく。
 ①試験は情報担当の教員2名で教科別に行われ、学部全体で行われるわけで
はない。年間を通じて行われ、8月の試験は最終組だという。
 ②志願者の背景は、新卒は7人中2名ほどで、後は job changerであり、最年
長は50代の出版会社を辞めた男性であった。また、学卒後、現場で補助教員
を何年もやっていた志願者も居た。
 ③入試は普通の教室に全員を入れ、一人一人があらかじめ与えられていた課
題（How can ITC enhance children’s learning in the classroom）についてのパワー
ポイントプレゼンを行い、それに対して、二人の教員が質疑応答をやり、一
人20分くらいかけていた。
 ④試験終了後、選考は2人の教員が話し合いながら行った。合否は点数化さ
れるわけではなく、それぞれの感想を突き合わせ、最後に互いに異なった点
を議論して7人中3人を選んだ。評価は、プレゼンの洗練度、過去の教育経
験、生徒指導方針（behavioural management）等、かなり主観的な点が重視さ
れていた。
 　ここからわかるとおり、PGCEは入学後のコースワークで教員資質と知識
を徹底的に錬成することから、入試で落とさなくても、後にスクリーニング
されていくという前提がある。その点では、学部入試が学力（A-level score）
を重視するのとはかなり異なっている。
10） サッチャー政権の教師観とは、教師に必要なのは教科知識であり、教育理論
は害になるのみであり、教師の仕事はクラフトであり徒弟制（apprenticeship）
によって身につけられる、というものであった（Hellawell（1994））。
11） 教職の脱専門職化についての認識は研究者の間でほぼ共通している。例え
ば、Judge （1994）では、教員養成が知識ベースから学校ベースへと移り、教
員はTechnistになりつつあると指摘し、これは政府によるanti-professionalな
傾向であると述べている（p.22.）。
12） Apple（2006）は、ウィスコンシン大学の教員養成カリキュラムすべてに、雇
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用のための教育（education for employment）が必須になったことを、市場原
理の浸透だと指摘している。
13） 現在のところ、時系列で見た転職者の増加傾向データはない。ただ、教員
の魅力が増してきていることについての事例研究は出始めている（Priyad-
harshini & Robinson-pant, 2003）。
 　また、筆者が2008年3月に調査したKing’s school（総合制中等学校）では
8人のPGCE実習生のうち学卒からストレートで入ってきた学生は一人だけ
だった。後は、軍隊、金融、スペイン語教師などからの転職組とカナダ、フ
ランスからの留学生だった。同校にはPGCE実習生の他に1人の学校現場の
みで教員資格を取得できるコースに所属する女性が配属されていた。彼女は
かつてエクセター大学の事務局で働いていたが、子どもが大学に入学し手が
離れたので、念願のグラマースクールの英語教師を目指していた。教員への
インセンティブ増大については政治的配慮も影響している。ブレアー政権は
教員の最低給与を大幅に引き上げ、同時に成果主義を導入し、最高級の教員
であれば10万ポンド（千三百万円）を超える収入を得ることができる。なお、
イギリスにおける近の教員イメージについては、Priyadharshini & Robinson-
pant （2003）に詳しい。
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Abstract
Socio-historical Background of Initial Teacher Training in the UK:
A Case Study on PGCE Program at University of Exeter and 
its Implication for Japanese ITT (initial teacher training) Reform
Jun KATO
Abstract: This paper aims to examine socio-historical background how PGCE (post-
graduate certificate in education) in UK has risen since 1960s and occupied a dominant 
route to teaching career. During 1990s government tried to shift hegemony in ITT from 
universities to state schools. ITT in UK is now under the control of government as well as 
highly institutionalized system accredited by authorized qualification (QTS). PGCE has 
its feature in their collaborative training between local schools and universities. In this 
paper we focused on a particular secondary PGCE program developed by the University 
of Exeter which has one of the highest reputation and the largest intake in England. Hav-
ing done on the spot survey with shadowing of trainees at King’s comprehensive school 
situated on the outskirts of Exeter, we found that PGCE is not only an efficient intensive 
training model but also an on the job re-training experience for teachers of the placement 
school. It is true that conflict between state control and university autonomy doesn’t seem 
to be settled down soon both in England and Japan, but PGCE could be an experimental 
model for Japanese ITT reform. Reviewing Japanese postwar ITT history, it is suggested 
that PGCE could be a persuasive model in terms of cost-efficiency and enhancement of 
teacher’s abilities. It is an urgent issue for overall Japanese education to put those two trad-
ing off aims into a feasible ITT reform.
Acknowledgements: This study couldn’t be accomplished without selfless help of many 
people behind survey. Ms. Jocelyn Sumner (partnership director) liaised me with a local 
school and provided every single data on Exeter PGCE. Mr. Julian Page (King’s school) 
enabled me to shadow trainees for a week. I wish to express special thanks to Mrs. Jess 
Barrett (research secretary) for her overall support during my stay. I also wish to thank 
University of Exeter and professor Cathie Holden (then head of PGCE) for their offer of 
honorary status to me which authorized my research stay with comfort.
